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新社会福祉法人会計基準への移行に関する調査

【調査の概要】

１．調 査 対 象：�当協会が把握する全国の社会福祉法人のうち、600法人（無作為抽出）に調査票を 

ＦＡＸし、回答を求めた。

２．調査基準日：平成25年12月１日

３．回答のあった法人数：328法人

４．回　答　率：54.7％

１．法人設立年（地区別）
	 （法人数）

地区
合計 ％

北海道 東北 関東 東海 北陸 近畿 中国 四国 九州

～1960年 2 1 5 4 2 4 3 0 4 25 7.6

～1970年 3 4 8 2 1 4 3 1 7 33 10.1

～1980年 4 8 10 6 3 6 4 5 10 56 17.1

～1990年 3 7 15 6 6 9 10 1 21 78 23.8

～2000年 2 9 18 18 4 6 7 1 13 78 23.8

2001年～ 3 9 18 4 2 7 3 3 9 58 17.7

合計 17 38 74 40 18 36 30 11 64 328 100

２．法人が実施している事業

法人数 ％ 事業所数 合計定員

総合支援法に基づく事業 320 97.6 1,651 47,675

児童福祉法に基づく事業 116 35.4 297 8,763

介護保険法に基づく事業 75 22.9 341 11,255

回答法人数 328 100 － －

� （法人数）

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計 ％

総合支援法に基づく事業 57 154 73 33 3 320 97.6

児童福祉法に基づく事業 56 49 8 2 1 116 35.4

介護保険法に基づく事業 29 27 11 7 1 75 22.9

実法人数 47 129 84 63 5 328 100
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３．新会計への移行状況
� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

すでに移行済み 15 34 21 27 2 99 30.2

移行時期を決めている 23 80 52 28 3 186 56.7

移行時期については未定 9 11 10 6 0 36 11.0

無回答 0 4 1 2 0 7 2.1

計 47 129 84 63 5 328 100

移行時期に
ついては未定
11.0%

すでに移行済み
30.2%

無回答　2.1%

移行時期を
決めている
56.7%

【新会計への移行状況】

３－２．移行時期を決めている場合の時期

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

25年度中に移行予定 2 4 3 4 0 13 7.0

26年度中に移行予定 20 73 47 22 3 165 88.7

無回答 1 3 2 2 0 8 4.3

計 23 80 52 28 3 186 100

４．すでに新会計に移行した法人

４－１．移行処理業務

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

全て会計事務所等に委託 8 8 3 1 1 21 21.2

一部会計事務所等に委託 2 8 6 7 0 23 23.2

全て法人で実施 4 16 12 18 1 51 51.5

無回答 1 2 0 1 0 4 4.0

計 15 34 21 27 2 99 100

全て法人で
実施
51.5%

全て会計事務所
等に委託
21.2%

無回答
4.0%

一部会計事務所
等に委託
23.2%

【移行処理業務】

４－２．移行処理委託費用

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

10万円未満 3 5 1 0 0 9 20.5

～20万円未満 0 1 2 0 1 4 9.1

～50万円未満 2 2 0 2 0 6 13.6

～100万円未満 1 1 0 2 0 4 9.1

100万円以上 2 1 0 0 0 3 6.8

無回答 2 6 6 4 0 18 40.9

計 10 16 9 8 1 44 100
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４－３．移行処理委託費用の負担感

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

非常に負担に感じた 0 0 0 0 0 0 0

やや負担に感じた 4 8 8 3 1 24 24.2

負担に感じなかった 10 23 11 20 1 65 65.7

無回答 1 3 2 4 0 10 10.1

計 15 34 21 27 2 99 100

負担に
感じなかった
65.7%

やや負担に感じた
24.2%

無回答
10.1%

【移行処理委託費用の負担感】

５．新会計への移行時期が未定の法人

５－１．新会計への移行時期が未定の理由

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

①移行処理が煩雑 6 4 3 0 0 13 36.1

②準備に時間がかかる 5 7 6 4 0 22 61.1

③理解が不足している 4 4 3 0 0 11 30.6
④�移行処理に要する費用（委託費
用等）が捻出できない 1 1 0 0 0 2 5.6

⑤�費用面において会計ソフトの入
れ替えが困難 0 1 1 0 0 2 5.6

⑥�技術面において会計ソフトの入
れ替えが困難 1 2 1 0 0 4 11.1

⑦�会計ソフトのリースのタイミン
グが合わなかった 0 0 0 0 0 0 0.0

⑧その他 0 2 2 2 0 6 16.7

移行時期が未定の事業所 9 11 10 6 0 36 100
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５－２．今後の移行業務

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

全て会計事務所等に委託 1 0 3 0 0 4 11.1

一部会計事務所等に委託 2 1 0 4 0 7 19.4

全て法人で実施 5 6 5 2 0 18 50.0

未定 1 3 1 0 0 5 13.9

無回答 0 1 1 0 0 2 5.6

計 9 11 10 6 0 36 100

５－３．移行後の日々の会計業務

� （法人数）

法人が実施する全ての事業の合計
％

１事業所 ２～５
事業所

６～10
事業所

11事業所
以上 無回答 計

全て会計事務所等に委託 1 0 1 0 0 2 5.6

一部会計事務所等に委託 1 0 3 4 0 8 22.2

全て法人で実施 6 9 5 2 0 22 61.1

未定 1 1 0 0 0 2 5.6

無回答 0 1 1 0 0 2 5.6

計 9 11 10 6 0 36 100




